
事業承継支援事例 

 

公的な相談窓口と中小企業診断士の連携による事業承継支援の取組み 

１．「事業承継支援における専門家派遣事業」の概要（経済産業省委託事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談者のメリット 

①相談者の費用負担なし ②秘密厳守 

③専門家が中立の立場でアドバイス 

 

 

２．Ａ社の支援事例紹介 

(1)Ａ社の概要（医療関連品の生産・販売）  事業承継取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)支援内容 

①Ａ社の現状分析を行なった後、代表者とＢが同席の場でＡ社の現状と取り組むべき課題

を整理し、認識を共有した。 

②代表者とともに、Ｂに不安を和らげるため、会社の実態を丁寧に伝えたり、必要とされ

事業承継お困り相談者 
①計画的な事業承継方法 
②株式・資産の移転と税務対策 
③親族、従業員、M＆A の選択 
④事業承継時の経営者保証解除 
⑤現状把握・将来見通しの明確化 
⑥事業継続・改善 
⑦後継者教育 
など事業承継に関わる様々なお

困りごと。 
 
 

三重県事業承継・引継ぎ 

支援センター 

shoukei@miesc.or.jp 

 
 

 

FAX 

電話 

メール 

専門家の役割 
〇税務対策⇒税理士 

〇法務手続⇒弁護士  

〇事業分析・承継計画全般 

⇒中小企業診断士 

専門家登録 
派遣依頼 

 
訪問 

助言 

支援 

売 上 高；１億５千万円 

経常利益：▲１百万円 

純 資 産：２百万円（株式評価額は低い） 

借 入 金：１億円 

従 業 員：10 名 

株 主・役員：代表者夫婦 各 50% 

代 表 者：70 代後半。創業者 

役 員：代表者夫婦 

 

〇代表者の子息は、事業承継の意思なし。 

〇代表者は、30 代の技術者 B を後継者とし

て考えているが、コロナの影響で業績が低

迷していることから、B に断られるのを危

惧し、意思を確認できていない。 

〇代表者は、借入金の経営者保証も B の了解

の障害と考えている。 

〇B は、役員でなく、経営管理に携わった経

験もない。 

 



る統率力や知識の取得方法、後継者となることのメリット、デメリットなどをわかりや

すく説明した。 

③事業承継に至るまでに解決すべき課題と方策の実施をスケジュール化して、Ｂを後継者

とする事業承継計画案を作成したうえで、代表者やＢとディスカッションを行った。 

④双方が事業承継計画に合意し、円滑な事業承継の準備を開始することとなった。 

(3)計画の骨子 

①Ｂは、事業承継までの間、取締役に就任し、経営に必要な能力・知識を習得する。また

毎月取締役会で経営情報を共有し、業績把握や意思決定を行う場とする。 

②代表者は、社内外の関係者に早目のアナウンスを行い理解を得るとともに、代表退任後

も引き続きサポートに努める。 

③計画的な借入金削減と経営者保証解除に関する支援スキームを利用できるよう財務改善

や体制整備を行う。 

④Ｂとその家族の希望や意向を十分に尊重し、計画変更等柔軟に対処する。 

 

３．成果 

(1)事業承継について第三者を交えた議論の場を設けたことで、忌憚ない意見交換がなさ

れ、代表者と後継者の双方が納得できる結論が得られた。 

(2)Ａ社の課題とその解決の方向性につき、経営者と後継者の合意が形成されたことで、事

業改善の取組み強化が期待できる。 

 

４．中小企業診断士の役割 

事業計画や戦略の立案支援は、中小企業診断士の得意分野となります。その中に含まれ

る知的財産も含めた企業実態の把握は、事業承継に欠かせないものであり、事業承継計画

の根幹となるものです。また中小企業診断士は、経営者や後継者との「対話」を基礎とし

て事業計画を作り上げます。事業承継支援において重要となる「対話力と幅広い知識」を

備えた中小企業診断士は、事業承継支援者として中心的な役割を果たせると思います。 

 


